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租税判例研究（大淵博義 教授）  平成21年 12月 11日 

（テーマ）  税理士 増子豊彦 

『一時所得の収入を得るための保険料』 

【種 別】 判決/福岡地方裁判所（第一審） 【裁判年月日】 平成 21年１月 27日 

【事件番号】 平成 18 年（行ウ）第 65 号 平成 18 年（行ウ）第 66 号 平成 18 年（行ウ）第

67号 平成 18年（行ウ）第 68号 

【事 件 名】 所得税更正処分等取消請求事件 【裁判結果】 認容 【上訴等】 控訴 

1. 本件の概要 

本件は、原告らの経営する法人が契約者となり、原告らと同法人が保険料を各２分の１ずつ負担

した養老保険契約の満期保険金を受領した原告らが、同法人負担分も含む保険料全額を、所得税に

おける一時所得の金額の計算上控除し得る「収入を得るために支出した金額」（所得税法３４条２項）

に当たるものとして、各税務署長に対し、平成１３年分から平成１５年分の所得税に係る確定申告

をしたところ、各税務署長から、同法人が負担した（保険料として損金処理した）２分の１の保険

料は、「収入を得るために支出した金額」に当たらないとして、更正処分及び過少申告加算税賦課決

定処分を受けたことから、その判断を争い、被告に対し、上記各処分の取消しを求めた事案である。 

前提事実 
（１）当事者  
原告ａは、平成８年８月２１日、株式会社ｕ（現在の商号は株式会社ｖ。以下「ｕ」という。）の

代表取締役に就任し、現在に至るまで、その地位にある者である。  原告ｃは、平成元年８月１日、
ｕの取締役に就任し、平成１５年１２月１日、同社の代表取締役に就任して、現在に至るまで、そ

の地位にある者である。原告ｅは、平成１０年１１月２日、ｕの取締役に就任し、平成１１年２月

１日、株式会社ｗ（現在の商号は株式会社ｘ。以下「ｗ」という。）の取締役に就任して、現在に至

るまで、各社の取締役の地位にある者である。 原告ｆは、平成８年８月２１日、ｕの代表取締役に
就任し、平成１５年１２月１日、これを辞任した者である。  
（２）養老保険契約の締結  
原告らは、平成８年から平成１０年にかけて、契約者をｕ又はｗ（以下、この２社をあわせて「ｕ

等」ということがある。）、被保険者を原告ら又はその親族、保険期間を３年又は５年、死亡保険金

の受取人をｕ等、満期保険金の受取人を原告ら（一部、途中から原告らに変更されたものも含む。）

とする養老保険に加入した（これらの保険を全てあわせて、以下「本件養老保険契約」という。乙

１４ないし１７）。その際、社員総会において、ｕ等が受け取る死亡保険金の全部又は相当部分は、

退職金又は弔慰金の支払に充当するものとすることなどを定めた「生命保険契約付保に関する規定」

を議決した（乙１２、１３）。  
（３）支払保険料の処理等  
ｕ等は、本件養老保険契約の支払保険料の経理処理について、その２分の１を保険料として損金

処理したため、この部分はｕ等が負担した扱いとなった。他方、残りの２分の１の保険料について

は、原告らに対する貸付金等の科目で経理処理されたため、実質的に原告らが負担した扱いとなっ

た。 

MJS／第30回 租税判例研究会（2009.12.11）



租税判例研究会 

 2

（４）満期保険金の受領等  
本件養老保険契約の保険期間（３年又は５年）が満了した時（平成１３年１２月１６日から平成

１５年１２月１７日までの間の日）、被保険者である原告ら又はその親族は生存していたため、原告

らは、平成１３年分、１４年分、１５年分の満期保険金及び割増保険金（以下「本件満期保険金等」

という。）をそれぞれ受領した（乙１８ないし２１）。 原告らは、本件満期保険金等を受領した際に、
前記（３）のようにｕ等が原告らに対する貸付金として処理した金額を返済した。  
（５）確定申告等  
原告らは、受領した満期保険金を一時所得として確定申告するに当たり、ｕ等が支払った保険料

の全額を「その収入を得るために支出した金額」（所得税法３４条２項）として控除できるものとし

て、別紙各表（原告ａ、原告ｃ、原告ｅの別表１ないし３、原告ｆの別表１）の「確定申告（Ａ）」

欄のとおり、平成１３年分、１４年分、１５年分の所得税の確定申告を行った。原告ｆは、平成１

７年３月１日、別紙中原告ｆの別表１の「修正申告（Ｂ）」欄のとおり、修正申告を行った。  
（６）更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分  
西福岡・若松・福岡・八幡各税務署長（以下「各税務署長」ということがある。）は、平成１７年

３月４日、ｕ等の支払保険料のうち、ｕ等が保険料として損金処理した分（保険料総額の２分の１。

以下「法人損金処理保険料」という。）については、原告らの一時所得の金額の計算上、「収入を得

るために支出した金額」には当たらないとして、原告ａ、原告ｃ、原告ｅについては別紙各表の「更

正処分等（Ｂ）」欄のとおり、原告ｆについては「更正処分等（Ｃ）」欄のとおり、更正処分及び過

少申告加算税賦課決定処分（以下「本件更正処分等」という。）を行った（甲１の１ないし３、甲７

の１ないし３、甲１０の１ないし３、甲１３）。  なお、原告らとｕ等との間の相互の貸付金に係る
利息に関し、一時所得及び雑所得の金額の計算上是正すべき点があった（詳細は、本件の争点とは

関係しないため省略する。）ことから、本件更正処分等は、この点も是正して行われた。  
（７）異議決定  
原告らは、平成１７年４月２６日、各税務署長に対し、本件更正処分等につき異議申立てを行っ

た。これに対し、各税務署長は、支払保険料のうち法人損金処理保険料は原告らにとって「収入を

得るために支出した金額」に当たらないという判断に変更はないものの、一時所得及び雑所得の計

算上、一部、計算の誤りや集計ミス等があったとして（詳細は、本件の争点とは関係しないため省

略する。）、同年７月４日及び７日、本件更正処分等の一部（原告ａの平成１３年分、原告ｃの平成

１４年、１５年分、原告ｅの平成１５年分）について、一部を取消し、その余については申立てを

棄却する旨の異議決定（以下「本件異議決定」という。）を行った（原告ａ、原告ｃ、原告ｅについ

ては別紙各表の「異議決定（Ｃ）」欄のとおり、原告ｆについては「異議決定（Ｄ）」欄のとおり。

甲２、８、１１、１４）。  
（８）審査請求等  
原告らは、平成１７年８月４日、本件更正処分等を不服として、国税不服審判所長に対し審査請

求を行ったが、平成１８年６月３０日、これらはいずれも棄却された（甲３、９、１２、１５）。 そ
こで、原告らは、同年１２月２７日、本件各訴えを提起した。 

争点 
法人損金処理保険料（保険料総額の２分の１）は、原告らの一時所得の金額の計算上控除できる
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「収入を得るために支出した金額」（所得税法３４条２項）に当たるか。 

2. 両者の主張

原告らの主張 
（１）所得税法３４条２項は、一時所得の金額の計算上、「その収入を得るために支出した金額」

を控除できる旨規定しており、その文言上、収入を得た本人が負担したものしか控除できないとい

う限定はされていない。次に、所得税法施行令１８３条２項２号は、「生命保険契約等に係る保険料

又は掛金の総額」は一時所得の計算上控除できる旨規定しており、その文言上、本人負担部分しか

控除できないという限定はない。同項の解釈に関するＤＨＣコンメンタール所得税法２（甲１７・

２６５４頁）も、生命保険契約等に基づく一時金の支払を受けた場合について、何ら限定を付する

ことなく、「使用者が負担した保険料又は掛金で給与等として課税されなかったものの額は、保険料

又は掛金の総額に含まれる。」と明記している。菅原恒夫編『改訂新版生命保険と税金』（甲１８・

７９頁）も、一時所得の計算に関し、何ら限定を付することなく、「算式中の支払保険料や配当金に

は、契約者である会社や個人事業主が支払っていたり、受け取っていた金額も含まれます。」と明記

している。 
そして、所得税基本通達３４―４は、一時所得の計算上控除できる保険料等の額には「満期返戻

金等の支払を受ける者以外の者が負担した保険料又は掛金の額も含まれる」と明記している。なお、

被告は、同規定の注書きからすると、控除できるのは所得者本人に給与課税等されている場合に限

られることが前提になっていると解釈できると主張するが、同注書きは、少額非課税とされた保険

料は、年末調整における生命保険料控除の対象とならない（所得税基本通達７６―４参照）ので、

注書きがなければ一時所得の計算上も控除できないとの誤解を招くおそれがあることから、あえて

原則どおり控除できることを規定したものとみるべきであって、被告の上記解釈は誤りである。  こ
のような規定等からすれば、原告ら負担保険料のみならず、法人損金処理保険料についても、原告

らの一時所得の計算上控除できるというべきである。 
（２）契約者（保険料支払者）を法人、被保険者を従業員の家族等、死亡保険金の受取人を従業

員等、満期保険金の受取人を法人とする養老保険契約を想定する（以下「ケースＡ」という。）。こ

れは、死亡保険金と満期保険金の受取人を本件養老保険契約と逆にしたものである。  ケースＡの
場合、法人税基本通達９―３―４（３）によれば、法人は支払保険料の２分の１を資産計上し、残

りの２分の１を損金算入する処理をすることになるところ、前者の資産計上した部分は従業員等の

実質的な負担がないことになる。他方、相続税法基本通達３―１７（２）は、雇用主（法人に相当

する。）が負担した保険料につき、「当該従業員が負担していたものとして、相続税及び贈与税の課

税関係は生じないものとする。」と規定しているから、ケースＡで従業員等が受領した死亡保険金を

一時所得として申告する場合、雇用主（法人）が負担した保険料全額を控除できることとなる。  そ
して、死亡と生存は保険事故としては同質であり表裏の関係にあるから、被保険者が死亡して従業

員等が死亡保険金を受け取る場合（ケースＡ）と、被保険者が満期に生存していて従業員等が満期

保険金を受け取る場合（本件養老保険契約）とでは、従業員等の一時所得の金額の計算上、控除さ

れるべき範囲は同じになるべきである。したがって、本件養老保険契約においては、原告らの一時

所得の計算上、ｕ等の支払保険料全額が控除されるべきである。 
被告は、法人が支払った保険料のうち、従業員等の一時所得の計算上控除できるのは、保険料支
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払段階で従業員等に給与課税等がなされ、保険金受取人が実質的に負担しているとみられる部分に

限られるから、本件養老保険契約における法人損金処理保険料は控除できないと主張する。しかし、

ケースＡにおいては、前記のとおり、従業員等に実質的な負担がない部分も含めて控除されるので

あるから、保険料支払段階での保険金受取人への課税と保険金課税段階での控除とを結びつける必

然性はなく、被告の主張は誤りである。 
また、原告らの上記反論を受け、被告は、ケースＡにおいて従業員等に給与課税されていない保

険料部分もその一時所得の計算上控除できるのは、相続税法基本通達３―１７（２）が、保険料相

当額の経済的利益を従業員等が法人から福利厚生として享受していたものとする趣旨で特別に控除

を認めたものであり、これを本件養老保険契約にあてはめることはできないと主張する。しかし、

福利厚生として享受したものとして控除を認めたという点は直ちに受け入れ難い上、被告の主張に

よれば、相続税法基本通達３―１７（２）は、法律が定める課税要件（原則）を通達によって特例

的に緩和する、いわゆる緩和通達の性質を有することとなり、租税法律主義に違反することとなる

のであって、認められるべきではない。 
（３）法人税基本通達９―３―４（３）が制定された昭和５５年には、国税当局は本件養老保険

契約のような契約形態を想定し得たはずであるのに、所得税法３４条２項、同法施行令１８３条２

項、所得税基本通達３４―４は長年改正されておらず、納税者は、本件養老保険契約のような場合、

支払を受ける者以外の者（ｕ等）が負担した保険料も控除できるものとして、経済活動や納税を行 
ってきた。これに反する本件更正処分等は、原告らの予測可能性・法的安定性を害し、違法である。  
また、租税法は侵害規範であるから、法的安定性の要請が働き、「疑わしきは納税者の利益に」の観

点から、租税法の解釈においてみだりに拡張解釈や類推解釈を行うことは許されない。本件養老保

険契約においては、前記のように、法令の規定等によれば法人損金処理保険料も控除されるべきな

のであるから、これと異なる本件更正処分等は違法である。  
（４）被告は、所得税法施行令１８３条２項２号ただし書イないしニは、所得者において実質的

な負担がないものを例示列挙し、これを「支出した金額」に算入しない（控除しない）としたもの

であり、所得者に実質的な負担がない保険料部分は控除できないという原則に沿うものであると主

張する。しかし、例えば同ただし書イをみると、所得者である加入員において掛金を支払ったとい

う実質的な負担がある場合にもこの掛金を控除することはできないとしているのであり、被告の上

記論理は誤りである。また、同ただし書を例示列挙とみることは、イないしニに個別かつ詳細に列

挙された場合以外にも控除を認めない（国民に租税の負担が課される）とするものであり、租税法

律主義に反する。  
（５）被告は、所得税の生命保険料控除に関する所得税法７６条１項、所得税基本通達７６―４

を指摘する。しかし、一時所得の計算上の控除と、所得税の生命保険料控除とでは、考え方が異な 
っているのであり、これらを同列に扱おうとする被告の解釈は誤りである。  
（６）仮に、被告が主張するように、法人の支払保険料のうち受取人の一時所得から控除できる

のは受取人に課税されたものに限られるという解釈を採ったとしても、保険料支払段階の５０パー

セントの課税をもって、支払保険料の総額について課税済みと捉えるべきであるから、原告らの一

時所得の計算上、法人損金処理保険料についても控除を認めるべきである。  
（７）被告は、法人損金処理保険料に対応する満期保険金は、実質的には原告らが法人から贈与

により取得したものとみられるから、原告らの一時所得の計算上控除できないと主張する。しかし、
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原告らは、満期時に生存又は死亡のいずれの結果が生ずるかが分からないことから生じるリスクを

負担していたことなどからして、贈与による取得とみることはできないから、被告の主張は失当で

ある。 

被告の主張 
（１）生命保険契約等に基づく一時金に係る一時所得の金額の計算において控除される保険料等

の金額は、以下述べるように、収入を得た本人が負担した保険料及び事業主が負担した保険料で使

用人に対して給与課税された保険料等に限られ、本人が負担していない保険料は控除されない。し

たがって、本件養老保険契約に係る法人損金処理保険料は、原告らの一時所得の計算上控除されな

い。  
ア 所得税法施行令１８３条２項２号は、そのただし書において、生命保険契約等に係る保険料又

は掛金のうち、加入員自身が負担して所得控除の対象となっているもの及び事業主が負担して経費

処理されたものについては、所得者の一時所得の計算上控除しないものとしている。このような規

定によれば、法は、所得者において実質的な負担がない保険料等は控除しないものとしているとい

うべきである。  
イ 所得税基本通達３６―３２は、使用者が使用人等のために負担した生命保険料等が少額であれ

ば、その金額は使用人に対し給与課税しない旨規定しているところ、同通達３４―４がこのように

課税されない場合について注記している（所得者において、給与課税されていないにもかかわらず

一時所得の計算上控除できるということをあえて注意書きしている）ことからすると、同規定はそ

のような場合を例外とみていると解される。つまり、同規定が、所得者以外の者が負担した保険料

等をも控除できるとしているのは、使用者が使用人等のために負担した保険料等は使用人等に対し

給与課税等されているということが前提になっているのである。そして、同規定は、給与課税等さ

れていれば当該保険料等は実質的に使用人等が負担しているとみられることから、使用人等が保険

料を受領した場合の一時所得の計算においてこれを控除できる旨定めているのである。 そうすると、
法人損金処理保険料は、ｕ等が支出し原告らに給与課税されておらず、実質的に原告らが負担して

いるとみることはできないから、所得税法施行令１８３条２項２号、所得税基本通達３４―４によ

っても、原告らの一時所得の計算上控除することはできない。  
ウ 法人税基本通達９―３―４（１）ないし（３）の各場合を想定すると、本件養老保険契約と同

様に満期保険金が個人に対する一時所得となるのは（２）の場合のみであるところ、この場合、法

人が負担した保険料については従業員等の給与等として課税する扱いとされている。すなわち、所

得税基本通達３４―４が、所得者以外の者が負担した保険料等も控除できると定めているのは、保

険料負担者が法人である場合、当該保険料は従業員等に対する給与等として課税されていることを

前提としているのである。このような規定からは、保険金の受取人が支払った保険料等のほかに控

除できる保険料は、法人が支払った保険料等のうち、保険金の受取人である従業員等の給与等とし

て課税されたもののみであることが導かれる。  
エ 所得税の生命保険料控除に関する規定をみると、法人が負担した保険料等について、所得税基

本通達７６―４本文は、使用人等が総所得金額から控除することを認めていないが、ただし書は、

使用人等の給与等として課税されたものは控除できると定めており、同規定の注書きは、給与等と

して課税されない生命保険料等は控除の対象とならないと定めている。これは、生命保険料控除は、
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その生命保険料を支払った者について適用すべきものであるが、使用者が負担した生命保険料であ

っても、その従業員等の給与として課税されたものは、その従業員等が課税対象とされた給与等か

ら支払ったものと同様であるので、その従業員等が支払った生命保険料の金額に含まれることとし

たものである。この考え方に従えば、本件のような場合に、法人が負担し保険料で従業員等の一時

所得の計算上控除できるのは、従業員等の給与等として課税されたもの（給与課税を受けない程度

のものと認められたものを含む。）に限られるというべきである。  
オ 一時所得の計算に関し、昭和６２年法律第９６号による改正所得税法の解説（国税庁発行『昭
和６２年改正税法のすべて』）は、「一時金等の額から控除する保険料又は掛金の総額は、課税済の

本人負担分に限られ、…事業主が負担した保険料又は掛金で給与所得として課税が行われていない

ものは、その控除する保険料又は掛金の総額から除くこととされています。」と規定している（乙２

７・４７頁）。これによれば、一時所得の計算上控除されるのは、本人が負担した保険料及び事業主

が負担した保険料で使用人に対し給与課税された保険料等に限られ、本人が負担していない保険 
料は控除されないことになる。  また、財団法人大蔵財務協会発行の国税速報（乙２９・３枚目）
に記載されているように、所得税基本通達３４―４が、支払を受けた者以外の者が負担した保険料

等も控除することとしているのは、契約者や受取人以外の者が保険料を負担した場合には、原則的

に、その段階で給与課税や相続税課税がなされていることが前提となっているのであり、本件養老

保険契約のように、受取人に給与課税等がされていない場合には、同規定による控除は認められる

べきではないのである。  
（２）ケースＡでは、前記のとおり、法人税基本通達９―３―４（３）によれば、法人が負担し

た保険料のうち２分の１は損金処理され、残りの２分の１は資産計上になる一方、相続税法基本通

達３―１７（２）によれば、従業員等が死亡保険金を受け取った場合、従業員等の一時所得の計算

上、法人が負担した保険料全額を控除できることになる。この点、原告らは、法人が損金処理した

保険料の２分の１は、従業員等に実質的な負担がないにもかかわらず、従業員等の一時所得の計算

上控除が認められているのであり、「控除できるのは本人が負担した保険料及び事業主が負担した保

険料で従業員等に対して給与課税された保険料等（従業員等に実質的な負担があるもの）に限られ

る」という法の原則ないし趣旨は存在しない旨主張する。 
しかし、相続税法基本通達３―１７（２）は、従業員等が死亡保険金を受領してこれが一時所得

となる場合、使用者からその保険料相当額の経済的利益を、いわば福利厚生として享受したものと

みるべきであるから、当該経済的利益については従業員等の給与として所得税を課税しない（従業

員が法人から経済的利益を受けた場合には給与とみなされ所得税が課税されるのが原則であるが、

従業員が死亡保険金を受け取った場合には、当該死亡保険金は実質的には法人から遺族に対する香

典ないし弔慰金の性質を有するものであるから、従業員は当該保険料相当額の経済的利益を福利厚

生として享受したものとして、上記原則にかかわらず、所得税の課税をしないという特別の扱いを

した。）というものであり、雇用主が負担した保険料は実質的には従業員等に課税済みと同視できる

のである。そうであるから、従業員等の一時所得の計算上控除できるのである。したがって、原告

らの上記主張は当たらない。  
（３）本件養老保険契約は、法人税基本通達９―３―４（３）において規定の対象とされている

養老保険契約の死亡保険金と満期保険金の受取人をそれぞれ逆にしたものであり、法令、通達等に

規定されていない類型であるから、法令の原則的な規定・趣旨に従って処理すべきである。  生命
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保険の性質や保険料の算定方法等については、養老保険は死亡保険と生存保険組み合わせたもので

あり、本件養老保険契約も、この両者を組み合わせたものとなっている。  そして、死亡保険（定
期保険）についての保険料の性質は掛け捨ての危険保険料であり、本件養老保険契約のように死亡

保険金受取人が法人である場合には、法人税基本通達９―３―５（１）に従い、法人が支払った死

亡保険料部分は損金に算入されるべきことになる。この危険保険料部分について、原告らは、法人

税基本通達９―３―４（３）を類推し、福利厚生的なものとみて損金処理したとする。この点、当

該部分が損金処理されるべきことは争わないが、本件養老保険契約は死亡保険金受取人が法人であ

るから、当該部分は法人税基本通達９―３―４（３）の想定する福利厚生的なものとは異なるので

あり、同規定を類推すべきことにはならない。当該部分（法人損金処理保険料）は、法人の一種の

金融費用的なものとして損金処理されることになる。そして、当該部分については、原告らが負担

したものでも原告らに給与課税等されたものでもないから、原告らの一時所得の計算上、控除され

るべきではない。 
他方、生存保険についての保険料は、満期保険金の支払財源に充てるための積立保険料（貯蓄部

分）であり、本件養老保険契約のように満期保険金受取人が原告らである場合には、原告らが貯蓄

部分の利益を享受するのであるから、積立保険料部分は原告らの給与として課税されるのが本来で

ある（法人税基本通達９―３―４（２））。この積立保険料部分について、原告らは、ｕ等からの借

入金として処理したとする。そうすると、借入金処理された部分（原告ら負担保険料）は、実質的

には当該借入金相当部分の保険料等に相当する資金を法人から借入れて被保険者自身が支払ったと

いうことになり、もともと法人が負担しておらず従業員等が実際に負担したものといえるから、法

人税基本通達９―３―４（３）とは何ら関係はなく、その類推適用も受けない。そして、この部分

については、原告らが負担したものであるから、原告らの一時所得の計算上、控除されるべきであ

る。  以上のように、本件養老保険契約の法人損金処理保険料は、原告らの一時所得の計算上、控
除されるべきではない。  
（４）原告らは、法人税基本通達９―３―４（３）を類推適用したとし、保険料の２分の１につ

いて給与課税されれば、保険料全額を原告らの一時所得の計算上控除できると主張する。しかし、

同規定は、法人が負担した保険料に対する法人側の課税関係を定めたものであって、保険金を受け

取った側の課税上の取扱いについては何ら規定するものではないから、原告らの主張は失当である。  
（５）原告らは、ケースＡでは、相続税法基本通達３―１７（２）によれば、保険料全額を従業

員の一時所得の計算上控除できるところ、生命保険契約においては生存も死亡も同質の保険事故で

あるから、被保険者が死亡した場合も満期に生存していた場合も保険金の課税上の取扱いは同様に

すべきであり、本件養老保険契約においても、保険料全額の控除を認めるべきであると主張する。

しかし、税法（所得税法３４条、同法施行令１８３条２項、相続税法３条、５条等）は、個人が満

期保険金や死亡保険金を受け取った場合、当該保険金受取人が保険料を負担していたか否かや、保

険金の支払が死亡に起因するものか満期によるものかによって異なる取扱いをしているのであるか

ら、原告の主張は前提において誤っており、失当である。 
（６）法人損金処理保険料部分に対応する満期保険金（２分の１）については、受取人（原告ら）

がｕ等から贈与によって取得したものとみるべきである（相続税法５条１項）。そして、法人からの

贈与であれば、受取人の一時所得として課税されることになるところ、贈与税の場合、その計算上

贈与者が負担した経費は一切考慮されないことからすれば、本件の場合、原告らの一時所得の計算
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上、ｕ等が負担した保険料（贈与者が負担した経費に相当する。）を控除できないのは当然である。  
（７）本件養老保険契約は、通常の企業が締結する生命保険契約とは全く目的を異にし、原告ら

にとっては、自己資金を一切負担することなく、法人の資金のみで、短期間（３年又は５年）で、

数億円もの金員を取得することができる仕組みとなっており、しかも、保険料を負担したｕ等にと

っても当該保険料は損金に算入でき、税負担を免れるものとなっている。そうすると、本件養老保

険契約は、原告らがほとんど税負担を負うことなく資金の移転を受けることを企図した不自然な契

約形態であり、法人税基本通達９―３―４や相続税法基本通達３―１７（２）が想定する通常の保

険契約とはいえないから、これらの規定を根拠に、法人損金処理保険料をも控除できるとする原告

らの主張は失当である。  
（８）法人損金処理保険料部分も控除できるとする原告らの主張は、会計上も不合理である。 

3. 裁判所の判断 

１ 本件では、所得税法３４条２項にいう「収入を得るために支出した金額」の解釈が問題となっ
ているところ、憲法８４条は、法律の根拠に基づかずに租税を課すことはできないという租税法律

主義の原則を定めている。そして、この定めの趣旨は、国民生活の法的安定性と予測可能性を保障

することにあることからすると、租税法規はできるだけ明確かつ一義的であることが望ましく
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、
．
そ
．

の解釈に当たっては
．．．．．．．．．

、
．
法令の文言が重視されるべきである。
．．．．．．．．．．．．．．．．．

  もっとも、課税対象となる納税者側
の社会生活上の事象は千差万別であるから、それらの全てを法令により明確かつ一義的に規定する

ことは不可能であり、公正な租税の実現の必要性も考慮すると、法令の趣旨・目的、租税の基本原

則、税負担の公平性・相当性等を総合考慮し、法的安定性、予測可能性を損なうことのない限度で、

租税法令を客観的、合理的に解釈することも許されるというべきである。 
なお、通達は

．．．
、
．
上級行政庁が下級行政庁に対して行う命令ないし示達であり（国家行政組織法１
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

４条２項）
．．．．．

、
．
国民に対する関係で拘束力を有する法規範ではないから
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、
．
通達の定めは
．．．．．．

、
．
一応の行政解
．．．．．．

釈として裁判所の解釈の参考となり得
．．．．．．．．．．．．．．．．．

るにとどまる。しかしながら
．．．．．．．．．．．．．

、
．
租税行政は通達の下に統一的・
．．．．．．．．．．．．．．

画一的に運用され
．．．．．．．．

、
．
通達が極めて重要な役割を果たしており
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、
．
国民が納税義務の有無等を判断する
．．．．．．．．．．．．．．．．

に当たっても重要な指針となっていると考えられることにかんがみると
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、
．
通達の文言
．．．．．

、
．
趣旨及びそ
．．．．．

の合理性等も十分に検討した上で
．．．．．．．．．．．．．．．

、
．
租税法令の解釈を行うべきものと解される。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

 
以上の観点から、本件養老保険契約における法人損金処理保険料が「収入を得るために支出した

金額」に当たるか否かを検討する。 
 ２（１）まず、所得税法３４条２項は、一時所得の計算における控除の対象を「収入を得るため
に支出した金額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接

要した金額に限る。）」と規定しているが、その文言上、所得者本人が負担した部分に限られるのか、

所得者以外の者が負担した部分も含まれるのかは、必ずしも明らかでない。  そして、所得税法施
行令１８３条２項２号本文は、生命保険契約等に基づく一時金が一時所得となる場合、保険料又は

掛金の「総額」を控除できるものと定めており、この文言からすると、所得者本人負担分に限らず

保険料等全額を控除できるとみるのが素直である。そして、同号ただし書イないしニは、控除が認

められない場合を、包括的・抽象的文言を用いることなく、法律と条文を特定して個別具体的に列

挙しており、他に控除が認められない場合が存することをうかがわせる体裁とはなっていない。  こ
のような所得税法及び同法施行令の規定を併せ考慮すれば、生命保険金等が一時所得となる場合、
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同号ただし書イないしニに列挙された場合以外は、所得者以外の者が負担した保険金等も控除でき

るものと解釈するのが自然である。  
（２）所得税基本通達３４―４も、明確に、控除し得る金額には「支払を受ける者以外の者が負

担した保険料又は掛金の額（これらの金額のうち、…の金額を除く。）も含まれる。」と規定してお

り、括弧書きで除かれた部分以外に控除し得る金額が限定される場合があると読み取ることは困難

である。  
３（１）被告は、関連法令及び通達を合理的に解釈すれば、一時所得の計算上控除し得るのは、

収入を得た本人が負担した保険料及び事業主が負担した保険料で使用人に対して給与課税された保

険料に限られ、原告らが法人損金処理保険料を控除することは認められないと主張するので、以下、

検討する。 
 （２）被告は、所得税法施行令１８３条２項２号ただし書は、所得者において実質的な負担がな
い保険料等は控除しないことを例示的に定めたものであり、原告らにとって法人損金処理保険料は

実質的負担がないものであるから、控除は認められないと主張する。 
確かに、同号ただし書イないしニを仔細に検討すれば、控除の対象から除かれているのは、加入

員自身が負担して所得控除の対象となっているもの及び事業主が負担して経費処理されたものであ

ると読み取ることも可能ではある。 
しかしながら、イないしニの列挙事由から上記法の趣旨ないし原則を直ちに導き得るものとはい

えず、納税者の観点からしても、そのような解釈をすることは困難といわざるを得ない。 
同号本文が総額控除を原則的なものとして定め、ただし書が例外的に控除できない場合を個別具

体的に法律と条文を列挙して示していることからすると、イないしニは例示列挙ではなく、限定列

挙とみるのが相当である。そうすると、被告の上記主張は採用できない。 
なお、同号本文を、被告の主張するような趣旨に限定解釈するという論理も、文言上無理がある

といわざるを得ず、採用することができない。 
（３）被告は、所得者以外の者が負担した保険料等も控除できる旨の所得税基本通達３４―４の

規定は、所得者以外の者が保険料等を負担した場合、原則として所得者（保険金受取人）に給与課

税等されていることを前提としたものであると主張し、同規定の注書きは、上記のような前提があ

るからこそ、少額非課税であっても控除できるという例外的取扱いをあえて明確化したものである

とする。 
確かに、証拠（乙２９）によれば、同規定が所得者以外の者が負担した保険料等も控除できると

していることの背景には、原則的に所得者に給与課税等されているという点があることがうかがわ

れる。 
しかし、そのような背景があるとしても、何ら明文がないのに、所得者に給与課税等されていな

ければ控除できないと限定的に解釈することは困難である。むしろ、所得税法施行令１８３条２項

２号、所得税基本通達３４―４の文言からすると、誰が保険料等を支払ったか、所得者に給与課税

等されたか否かにかかわらず、控除を認めることとしているとみる方が合理的である。 
関連する通達をみても、生命保険料等控除に関する同通達７６―４は、本文において、役員又は

使用人に給与課税されたか否かを明確に区別しているのに対し、同通達３４―４本文ではその区別

がされていないことからすると、行政解釈としても、一時所得の計算上の控除の場面では、生命保

険料等控除の場面とは異なり、給与課税の有無を問わず控除を認めることとしているものと解され
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る。  また、同規定の注書きが、所得者に対し少額非課税とされた場合にも控除できる旨定めてい
るのは、少額非課税とされた生命保険料等については生命保険料控除の対象とならない（同通達７

６―４の注書き参照）ので、注書きがなければ一時所得の計算上も控除できないとの誤解を招くお

それがあることから、あえて原則（本文）どおり控除できることを規定した確認的なものであると

解するのが相当であり、注書きによって本文の例外を定めたものとみることになる被告の主張は採

用できない。  
（４）被告は、所得税法７６条１項（生命保険料控除）及び所得税基本通達７６―４を根拠に、

法人が保険料等を負担して使用人に給与課税されていない場合は、使用人の一時所得の計算上その

保険料等を控除できないことを指摘する。 
確かに、上記各規定は、使用者が負担した保険料であっても使用人等に給与課税されていれば使

用人等が支払ったのと同様であるという観点から、給与課税されている場合に限定して、生命保険

料等控除を認めたものと解される。 
しかし、上記各規定が定める生命保険料控除と、一時所得の計算上の控除は、別の場面の問題で

あるから、前者に関する解釈から後者に関する解釈を導くことは相当でない。  
（５）被告は、法人税基本通達９―３―４（１）ないし（３）の各場合のうち、満期保険金が個

人に対する一時所得となるのは（２）の場合のみであり、この場合、法人が負担した保険料につい

ては従業員等に給与課税等されることになっていることを指摘する。 
しかし、上記（２）の場合の取扱いをもって、従業員等が一時所得の計算上控除できる保険料は

法人が支払った保険料のうち従業員等に給与課税されたものに限られるとの法の趣旨ないし原則を

読み取ることは相当とはいえず、被告の上記指摘は採用できない。  
（６）法人税基本通達９―３―４（３）、相続税法基本通達３―１７（２）によれば、ケースＡに

おいては、従業員の一時所得の計算上、法人が負担した保険料全額を控除できることになるところ、

これについて、被告は、従業員が使用人から保険料相当額の経済的利益を福利厚生として享受した

ものとして、従業員等に課税済みと同視したものであり、所得税基本通達３４―４の特則であると

主張する。 
しかし、相続税法基本通達３―１７（２）が福利厚生という観点から定められたものであるとし

ても、そこから被告の主張するような解釈を導くことはできない。  
（７）被告は、法人損金処理保険料部分に対応する満期保険金（２分の１）については、原告ら

がｕ等から贈与によって取得したものとみるべきであるから、法人損金処理保険料は原告らの一時

所得の計算上控除できないと主張する。  しかし、保険金の受領を直ちに贈与と見ることはできず、
被告の主張は採用できない。  
（８）被告は、本件養老保険契約は通常行われる保険契約と異なり、原告らがほとんど税負担を

負うことなくｕ等から資金の移転を受けることを企図した不自然な契約形態であるとして、法人損

金処理保険料の控除を認めるべきではないと主張する。 
しかし、本件養老保険契約のように、契約者を法人、被保険者を従業員等、死亡保険金の受取人

を法人、満期保険金の受取人を従業員等とする契約形態は、必ずしも想定不可能なほど不自然・不

合理なものとはいえないのであり、被告の上記主張は採用できない。確かに、本件で原告らが法人

損金処理保険料を控除することを認めれば、原告らがほとんど税負担を負わずにｕ等から資金の移

転を受けることができることになるが、それは法令上許された契約を締結したことによる結果であ
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って、これが直ちに租税の基本原則に抵触するとか、租税の公平性を害するものということはでき

ない。  
４ 以上検討したように、所得税法３４条２項、同法施行令１８３条２項２号の規定の文言を重視
すると、所得者以外の者が負担した保険料等を、所得者に対する給与課税の有無にかかわらず控除

できるものと解するのが自然であること、所得税基本通達３４―４は、所得者以外の者が負担した

保険金等も明確に控除できると規定し、給与課税等の有無によって区別していないこと、そのよう

な中、所得税法３４条２項、同法施行令１８３条２項２号の規定を被告の主張のように限定解釈又

は類推解釈することは、法的安定性、予測可能性確保の観点からして相当性を欠くといわざるを得

ないことなどを総合考慮すると、被告の主張する解釈を採用することはできず、養老保険契約に基

づく満期保険金が一時所得となる場合、所得者以外の者が負担した保険料も控除できると解するの

が相当である。  
５ 以上によれば、各税務署長が原告らに対してした本件更正処分等は、法令の解釈・適用を誤っ
たものであって違法であるから、これを取り消すべきである。 

4. 研究 

（１）はじめに 

収入を得るために支出した金額というのは、その収入を生ずる行為、または収入の発生原因にと

もなう費用であるといのが、広義の解釈であるから、そこに支出の負担者が誰であるかの議論は、

一般的には行われないであろうと考えられる。 
しかし、本件はそのような一般性の中にも個人と法人という異なる経済主体または法的主体が錯

綜して一時所得の計算が行われている実態があることを世に知らしめた。その意味では、所得税の

根幹に係る部分もある。しかし、もう一方で本件は前提事実についての争いもなく、租税法条文と

通達による解釈だけのシンプルな内容であり、裁判官の判断も明確に表れている。 
そこで、本研究は本件に係る条文と通達の検討を通して、租税訴訟における条文と解釈における

裁判官の判断構造について、考察を行うものである。 

（２）所得税法 34条２項と所得税法施行令 183条２項 ―限定列挙とされた背景― 

一時所得は、その年中の一時所得に係る総収入金額から「その収入を得るために支出した金額」

の合計額を控除し、その残額から特別控除額を控除したものである。この内容を規定している所得

税法 34条２項は、一時所得の計算構造を示したものである。 

また、「その収入を得るために支出した金額」という規定の具体的な内容については、「生命保険

契約等に係る保険料又は掛金の総額は、その年分の一時所得の金額の計算上、支出した金額に算入

する。」と所得税法施行令183条２項が規定している。 

ここに、「その収入を得るために支出した金額」＝「生命保険契約等に係る保険料又は掛金の総額」

という関係が、この 2つの条文の中で見出せることになる。まさに、原告らの主要な主張はこの点

であって、この他に、この関係を直接に規定する何らかの条文は存在しない。 

これに対して被告は、所得税法施行令 183条２項の「ただし書き」をもって、所得者が実質的に

負担していない保険料は控除しない旨を主張する。実際の課税の場面における判断は、税法条文全
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体を通して敷衍できる思考が明らかにあり、それが個別的具体的な事例に当てはめられるならば、

必ずしも、文理主義的な解釈論が絶対であるということにはならないであろう。 

しかし、裁判の場面では裁判官が判断するなんらかの基準あるいは判断を導くための一定の構造

が存在しなければならない。それについては、「租税法規はできるだけ明確かつ一義的であることが

望ましく、その解釈に当たっては、法令の文言が重視されるべき」というところに端的に表れてい

る。 

本件の争いの内容は、図表１にあるように「収入を得るために支出した金額」は給与課税済のも

かどうかというところであるから、裁判の経緯の中で注意深く見なければならないのは、被告の論

証を裁判官がどのようにとらえていくかという過程である。 

原告ら及び被告の主張の中には、直接本件の判断に直接関係ないものまで含まれている。そいっ

た意味で、裁判官は、両者の主張の流れとは別の見方をしている。本件において中心的な議論とし

て俎上に上がっている本法条文は、所 34②と所令183②二なので、これを中心に考えてみたい。 

所得税法施行令 183条２項の「ただし書き」についての裁判官の判断は、例示列挙ではなく限定

列挙であるというものであった。確かに包括的・抽象的文言を用いることなく、法律と条文を特定

して個別具体的に列挙しているので、限定列挙であることは認められるところである。それでは裁

判官はどのように所得税法施行令 183条２項の条文を読んだのであろうか、検討を加えてみたい。 

図表１ 根拠条文の要件と請求原因 

請求原因 ← ←
《原告主張・根拠条文》 《被告主張・根拠条文》 《判断・根拠条文》

法人が負担した保険料は、一
時所得の計算上「収入を得る
ために支出した金額」に当た
る。

一時所得の計算上、控除され
る保険料の金額は、給与課税
された保険料に限られる。

給与課税された保険料だけが
「収入を得るために支出した
金額」に当たるという要件は
見い出せない。

所34② 所34②
所令183②二 所令183②二

所令183②二 ただし書き 所令183②二 ただし書き
（本人負担という限定はな
い）

（ただし書きは、実質的負担
を要求している）

（ただし書きは、例示列挙で
はなく、限定列挙である）

所基通34-４ 所基通34-４
所基通34-４ 注記

（満期保険金を受取る者以外
が負担した保険料も含まれる
と明記）

（使用者が使用人のために負
担した保険料は、使用人に対
して給与課税されているのが
前提）

（括弧書きでのぞかれた部分
以外に控除し得る金額が限定
されるとは読み取れない）

法基通９-３-４（３） 法基通９-３-４（２） 法基通９-３-４（２）

（資産計上する部分は、従業
員等の負担がない）

（法基通９-３-４（２）のみ
が本件に適用されるべきケー
ス）

（給与課税された保険料だけ
が、一時所得の計算上、控除
可能という原則は見出せな
い）

（本件は、法令、通達等に規
定されていない類型）

（想定不可能な契約形態では
ない）

（満期保険金の受取人が原告
らであるならば、積立保険料
は原告らの利益となる）

（法令上、許された契約を締
結した結果）

相基通３-17（２） 相基通３-17（２） 相基通３-17（２）
（相続税及び贈与税の課税関
係は生じない）

（福利厚生と見ている、本来
の税法は異なる取扱い）

（保険金の受領を直ちに贈与
と見ることはできない）

所76① 所76①
所基通76-４ 所基通76-４ 所基通76-４
（考え方が異なっている） （給与課税が前提） （一時所得とは異なる場面で

の解釈）  

もし、被告の主張どおり、この条文の趣旨として所得者自身が負担したものだけが「その収入を

得るために支出した金額」になるのであれば、「使用者が保険料又は掛金を負担した場合を除いて
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、

原則として生命保険契約等に係る保険料又は掛金の総額は、その年分の一時所得の金額の計算上、
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支出した金額に算入する」という条文を想定した。 

しかし、「使用者が保険料又は掛金を負担した場合を除いて」という具体的な前提を表す表現は、

実際の条文に見当たらず、ただし書きにおける「加入員の負担した掛金」とあるだけであるから、

被告の主張するような趣旨での解釈は不可能となったと考えられる。 

（３）所得税基本通達３４－４ ―抽象的な規定の仕方― 

通達に法源があるかどうかの議論は別として、裁判官も示しているように、通達は「国民が納税

義務の有無等を判断するに当たっても重要な指針となっている」のであるから、納税者の判断にお

いて少なからず影響のあるところである。その意味において、｢一時金又は満期返戻金等の支払を受

ける者以外の者が負担した保険料又は掛金の額も含まれる｣という文言において、他に解釈する余地

はない。 

被告の言うところの注記をもって、「使用者が使用人等のために負担した保険料等は使用人等に対

し給与課税されているということが前提になっている」という内容だとすることは、納税者が理解

するまで多くの負担があり、一時所得を計算する上での前提としての規定としては、抽象的であっ

て計算をするための要件を納税者に提供しているとは考えられない。 

（４）法人税基本通達９－３－４・相続税基本通達３－17（２） ―類推解釈と租税法律主義― 

原告らは本件の「死亡と生存は保険事故としては同質であり表裏の関係にある」と主張し法基通

９－３－４（３）を逆のケースとして、一時所得の金額の計算上における控除されるべき範囲を説

明した。これに対し、被告は原告らの主張は類推解釈であり、一時所得が形成されるのは、法基通

９－３－４（２）であるとした上で、本件における契約は通達が想定している通常の保険契約では

ないとした。 

また、相基通３－17（２）について、原告らは「当該従業員が負担していたものとして、相続税

及び贈与税の課税関係は生じない」という規定を根拠に法人が負担した保険料全額を控除できると

した。これに対し被告は、この通達は法人の福利厚生費を認めるものであって、税法（相続税法）

は、「個人が満期保険金や死亡保険金を受け取った場合、当該保険金受取人が保険料を負担していた

か否かや、保険金の支払いが死亡に起因するものか満期によるものかによって異なる取扱いをして

いる」と主張しこの契約が贈与である可能性を示唆した。 

裁判官の判断は、本件養老保険契約は不自然・不合理なものとはいえないとし、原告らがほとん

ど税負担を負わずに資金移転をすることができたとしても、法令上許される契約を締結した結果で

あるならば、租税の公平性を害するものではないとした。また、相基通３－17（２）については、

保険金の受領を直ちに贈与と見ることはできないとした。 

原告らと被告の双方の主張は、いずれも本件養老保険契約に当てはめられる規定を欠いているの

で、どちらも類推解釈の域を出ない。裁判官の判断のように法令上許される契約を締結した結果な

らば、私法における法形式は満たされているのであるから、問題はそれに当てはめられるだけの税

法条文が存在していないところにある。 

（５）所得税法 76条・所得税法基本通達 76－４ ―所得税の計算の形と給与所得課税― 

被告は、所法76①と所基通 76－４を根拠に、法人が保険料を負担して使用人に給与課税されてい
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ない場合は、使用人の一時所得の計算上、「その収入を得るために支出した金額」として控除できな

いと指摘している。これは、使用者が負担した保険料であっても使用人等に給与課税されていれば

使用人等が支払ったのと同様であるという観点から、給与課税をされている場面に限定して生命保

険控除を説明しようとしている思考の表れである。 

図表２ 所得税の計算の形 

① 事業所得、不動産所得及び雑所得 

「総収入金額－必要経費＝所得」 

② 山林所得、譲渡所得及び一時所得 

「総収入金額－必要経費－控除額＝所得」 

③ 利子所得、配当所得、給与所得及び退職所得 

「収入金額－控除額＝所得」 

 

しかし、基本となる所得税の基本計算の形は上記の図表３に示すように３つあって、生命保険料

控除はこの基本形によって計算された後の場面での問題であるから、本件の争点についての解釈の

指針としては適切ではないと考える。 

（６）むすび ―法律の未整備と通達の偏重― 

法人が負担した保険料が個人の資金に転化するということは、法が認めているとしても、一般納

税者にとっては理解しがたい状況である。被告の主張にもあったように、『改正税法のすべて』や『速

報税理』には給与課税がなされていることが前提であるということが立法趣旨であったのだと思わ

れる。 

本件の判旨には基本的に賛成である。それは、現実の経済において不公平なことであっても、裁

判の場面になったならば、法の下の支配によって判断しなければならないからである。法律は裁判

において、裁判官の判断を適正・迅速に行うために明確な要件を具備していなければならないから

である。 

本件を総括すれば、課税庁の責任に帰すべき事由として、法律の未整備と通達の偏重という２点

が指摘できる。本件養老保険契約の課税関係に係わっているのは、課税庁と納税者であるが、契約

の形成に係わる当事者としては、保険会社が存在していることを忘れてはならない。これは裁判の

中では登場しない部分であるが、保険会社は課税リスクを予想できたのではないか、あるいは所轄

が事前に給与所得での処理を指導すべきだったのではないかと考えられる。 

本件の訴訟物は、所得税更正処分等取消請求権であるが、事前に所轄が本来の立法趣旨に従って

指導をしていれば、訴訟物の請求原因となっている一時所得の計算において、支出額の控除をする

権利の具体性が争われることはなかったであろう。訴訟物と要件事実、さらには立法をする上での

課税庁の体制が問われるという機会を提供した重要な判例が本件なのである。 
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【関係法令】 

（１）所得税法３４条２項（一時所得）  
 一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る総収入金額からその収入を得るために支出した金
額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に

限る。）の合計額を控除し、その残額から一時所得の特別控除額を控除した金額とする。  
（２）所得税法施行令１８３条２項（生命保険契約等に基づく一時金に係る一時所得金額の計算

上控除する保険料等）  
 生命保険契約等に基づく一時金の支払を受ける居住者のその支払を受ける年分の当該一時金に
係る一時所得の金額の計算については、次に定めるところによる。  
２号 当該生命保険契約等に係る保険料又は掛金の総額は、その年分の一時所得の金額の計算上、
支出した金額に算入する。ただし、次に掲げる掛金、金額又は個人型年金加入者掛金の総額につい

ては、当該支出した金額に算入しない。  
イ 厚生年金保険法第９章の規定に基づく一時金（法３１条２号に掲げるものを除く。）に係る同
号に規定する加入員の負担した掛金  
ロないしニ （省略）  
（３）所得税基本通達３４―４（生命保険契約等に基づく一時金等に係る所得金額の計算上控除

する保険料等。乙２８） 
令第１８３条第２項第２号又は第１８４条第２項第２号に規定する保険料又は掛金の総額には、

その一時金又は満期返戻金等の支払を受ける者以外の者が負担した保険料又は掛金の額も含まれる。  
（注）使用者が負担した保険料又は掛金で３６―３２により給与等として課税されなかったもの

の額は、令第１８３条第２項第２号又は第１８４条第２項第２号に規定する保険料又は掛金の総額

に含まれる。  
（４）所得税法７６条１項（生命保険料控除）  
 居住者が、各年において、生命保険契約等に係る保険料又は掛金を支払った場合には、次に掲げ
る場合の区分に応じ当該各号に定める金額を、その居住者のその年分の総所得金額、退職所得金額

又は山林所得金額から控除する。  
１号ないし４号 （省略）  
（５）所得税基本通達７６―４（使用者が負担した使用人等の負担すべき生命保険料等。乙３６・

６４９頁）  
 役員又は使用人の負担すべき生命保険料等を使用者が負担した場合には、その負担した金額は役
員又は使用人が支払った生命保険料等の金額には含まれないものとする。ただし、その負担した金

額でその役員又は使用人の給与等として課税されたものは、その役員又は使用人が支払った生命保

険料等の金額に含まれるものとする。  
（６）法人税基本通達９―３―４（養老保険に係る保険料。乙２４）  
 法人が、自己を契約者とし、役員又は使用人（これらの者の親族を含む。）を被保険者とする養
老保険（被保険者の死亡又は生存を保険事故とする生命保険をいい、傷害特約等の特約が付されて

いるものを含むが、９―３―６に定める定期付養老保険を含まない。）に加入してその保険料を支払

った場合には、その支払った保険料の額については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

より取り扱うものとする。  
（１）死亡保険金（被保険者が死亡した場合に支払われる保険金をいう。）及び生存保険金（被保
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険者が保険期間の満了の日その他一定の時期に生存している場合に支払われる保険金をいう。）の受

取人が当該法人である場合 その支払った保険料の額は、保険事故の発生又は保険契約の解除若しく
は失効により当該保険契約が終了する時までは資産に計上するものとする。  
（２）死亡保険金及び生存保険金の受取人が被保険者又はその遺族である場合 その支払った保険
料の額は、当該役員又は使用人に対する給与とする。  
（３）死亡保険金の受取人が被保険者の遺族で、生存保険金の受取人が当該法人である場合 その
支払った保険料の額のうち、その２分の１に相当する金額は（１）により資産に計上し、残額は期

間の経過に応じて損金の額に算入する。ただし、役員又は部課長その他特定の使用人（これらの者

の親族を含む。）のみを被保険者としている場合には、当該残額は、当該役員又は使用人に対する給

与とする。  
（７）同通達９―３―５（定期保険に係る保険料。乙３７）  
 法人が、自己を契約者とし、役員又は使用人（これらの者の親族を含む。）を被保険者とする定
期保険（一定期間内における被保険者の死亡を保険事故とする生命保険をいい、傷害特約等の特約

が付されているものを含む。）に加入してその保険料を支払った場合には、その支払った保険料の額

については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次により取り扱うものとする。  
（１）死亡保険金の受取人が当該法人である場合 その支払った保険料の額は、期間の経過に応じ
て損金の額に算入する。  
（８）相続税法基本通達３―１７（雇用主が保険料を負担している場合。乙３４）  
 雇用主がその従業員（役員を含む。）のためにその者（その者の配偶者その他の親族を含む。）を
被保険者とする生命保険契約に係る保険料の全部又は一部を負担している場合において、保険事故

の発生により従業員その他の者が当該契約に係る保険金を取得したときの取扱いは、次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次によるものとする。  
（２）従業員以外の者の死亡を保険事故として当該従業員が当該保険金を取得した場合 雇用主が
負担した保険料は、当該従業員が負担していたものとして、当該保険料に対応する部分については、

相続税及び贈与税の課税関係は生じないものとする。 
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